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四 半 期 報 告 書

１ 本書は四半期報告書を金融商品取引法第27条の30の２に規定する開

示用電子情報処理組織(EDINET)を使用し提出したデータに目次及び頁

を付して出力・印刷したものであります。

２ 本書には、上記の方法により提出した四半期報告書に添付された四

半期レビュー報告書及び上記の四半期報告書と同時に提出した確認書

を末尾に綴じ込んでおります。
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第一部 【企業情報】

第１ 【企業の概況】

１ 【主要な経営指標等の推移】

回次
第73期

第３四半期
累計期間

第74期
第３四半期
累計期間

第73期

会計期間
自 2021年４月１日
至 2021年12月31日

自 2022年４月１日
至 2022年12月31日

自 2021年４月１日
至 2022年３月31日

売上高 (百万円) 25,138 28,893 34,772

経常利益 (百万円) 1,653 2,377 2,421

四半期(当期)純利益 (百万円) 1,116 1,642 1,648

持分法を適用した場合の
投資利益

(百万円) ― ― ―

資本金 (百万円) 1,980 1,980 1,980

発行済株式総数 (株) 3,960,000 3,960,000 3,960,000

純資産額 (百万円) 20,587 22,260 21,119

総資産額 (百万円) 33,919 37,824 33,484

１株当たり四半期(当期)
純利益

(円) 289.52 426.00 427.58

潜在株式調整後１株当たり
四半期(当期)純利益

(円) ― ― ―

１株当たり配当額 (円) ― ― 130.00

自己資本比率 (％) 60.7 58.9 63.1

回次
第73期

第３四半期
会計期間

第74期
第３四半期
会計期間

会計期間
自 2021年10月１日
至 2021年12月31日

自 2022年10月１日
至 2022年12月31日

１株当たり四半期純利益 (円) 174.44 204.89

(注) 潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

２ 【事業の内容】

当第３四半期累計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）において営まれている事業の内容につ

いて重要な変更はありません。

　また、主要な関係会社についても異動はありません。
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第２ 【事業の状況】

１ 【事業等のリスク】

当第３四半期累計期間において、当四半期報告書に記載した事業の状況、経理の状況等に関する事項のうち、経営

者が当社の財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況に重要な影響を与える可能性があると認識している主

要なリスクの発生又は前事業年度の有価証券報告書に記載した「事業等のリスク」についての重要な変更はありませ

ん。

２ 【経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

(1) 財政状態及び経営成績の状況

　当事業年度の需要の前提とすべき2021年度の全国非住宅鉄骨造着工床面積（申請ベース）は、前年同期比17.0％

増加、全国非住宅鉄骨造着工床面積のうち、当社工事物件に関係する工場・倉庫においては前年同期比25.7％増加

と回復して推移してまいりました。

　一方で、脱炭素、ウクライナ情勢の長期化による未曽有の資源・材料高が鉄骨・鉄筋を含む鋼材全般、合板、石

油関連の部材を中心に影響し諸資材の価格は上昇を続けております。

　このような状況下、受注高につきましては、国内大口一般工事物件の受注、上述の鋼材及び諸資材価格高騰分を

一部受注価格に反映させていただいたことなどにより、前年同期比7,997百万円（30.1％）増加の34,536百万円とな

りました。

　売上高につきましては、建築資材不足等による前工程の遅れも含めた工事期間の後ろ倒し等の影響があったもの

の、工場・倉庫などの堅調な需要に支えられ前年同期比3,755百万円（14.9％）増収の28,893百万円となりました。

結果として繰越受注高は前年同期比7,742百万円（38.9％）増加の27,654百万円となりました。

売上総利益につきましては、鋼材価格高騰による原価増はありましたが、受注単価の改善、工事量の増加、工事

原価管理強化による原価低減により吸収し、前年同期比891百万円（16.9％）増益の6,173百万円となりました。

　経常利益につきましては、販売費及び一般管理費が162百万円（4.5％）増加したものの前年同期比724百万円

（43.8％）増益の2,377百万円となりました。

　四半期純利益につきましては、前年同期比526百万円（47.1％）増益の1,642百万円となりました。

セグメントの経営成績は、次のとおりであります。

（屋根事業）

屋根事業は長尺屋根工事、Ｒ－Ｔ工事、ハイタフ工事、ソーラー工事、塗装工事及び長尺成型品販売を行って

おります。

セグメント売上高は、前年同四半期比3,531百万円（15.7％）増収の25,998百万円となりました。

セグメント利益は、前年同四半期比677百万円（46.0％）増益の2,150百万円となりました。

（建材事業）

建材事業は住宅成型品販売を行っております。

セグメント売上高は、前年同四半期比224百万円（8.6％）増収の2,830百万円となりました。

セグメント利益は、前年同四半期比48百万円（34.1％）増益の192百万円となりました。

（その他）

その他は太陽光により発電した電力を電力会社に卸売りする事業を行っております。

セグメント売上高は、前年同四半期比０百万円（0.1％）減収の64百万円となりました。

セグメント利益は、前年同四半期比２百万円（7.1％）増益の41百万円となりました。
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当第３四半期会計期間末の総資産は、前事業年度末比4,339百万円（13.0％）増加の37,824百万円となりました。こ

れは主に受取手形・完成工事未収入金等及び契約資産が増加したことによるものであります。

　負債につきましては、前事業年度末比3,198百万円（25.9％）増加の15,563百万円となりました。これは主に増収

等により電子記録債務等が増加したことによるものであります。

　純資産は、前事業年度末比1,141百万円（5.4％）増加の22,260百万円となりました。

　この結果、自己資本比率は58.9％（前事業年度末63.1％）となりました。

　

(2) 研究開発活動

当第３四半期累計期間の研究開発費の総額は188百万円であります。

３ 【経営上の重要な契約等】

当第３四半期会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。
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第３ 【提出会社の状況】

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 12,000,000

計 12,000,000

② 【発行済株式】

種類
第３四半期会計期間末

現在発行数(株)
(2022年12月31日)

提出日現在発行数(株)
(2023年２月 10日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 3,960,000 3,960,000
東京証券取引所
スタンダード市場

単元株式数は100株であ
ります。

計 3,960,000 3,960,000 ― ―

(2) 【新株予約権等の状況】

① 【ストックオプション制度の内容】

該当事項はありません。

② 【その他の新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

(4) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式
総数増減数

(株)

発行済株式
総数残高
(株)

資本金増減額
(百万円)

資本金残高
(百万円)

資本準備金
増減額
(百万円)

資本準備金
残高

(百万円)

2022年12月31日 ― 3,960,000 ― 1,980 ― 344

(5) 【大株主の状況】

当四半期会計期間は第３四半期会計期間であるため、記載事項はありません。
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(6) 【議決権の状況】

当第３四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、記載

することができないことから、直前の基準日（2022年９月30日）に基づく株主名簿による記載をしております。

① 【発行済株式】

2022年９月30日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等)
（自己保有株式）

― ―
普通株式 104,200

完全議決権株式(その他) 普通株式 3,846,400 38,464 ―

単元未満株式 普通株式 9,400 ― ―

発行済株式総数 3,960,000 ― ―

総株主の議決権 ― 38,464 ―

(注) １．「完全議決権株式（その他）」欄の普通株式には、証券保管振替機構名義の株式が100株（議決権1個）含

まれております。

２．「単元未満株式」の欄には、当社所有の自己株式6株が含まれております。

② 【自己株式等】

2022年９月30日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数

(株)

他人名義
所有株式数

(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

（自己保有株式）
三晃金属工業株式会社

東京都港区芝浦４-13-23 104,200 ― 104,200 2.63

計 ― 104,200 ― 104,200 2.63

２ 【役員の状況】

該当事項はありません。
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第４ 【経理の状況】

１．四半期財務諸表の作成方法について

当社の四半期財務諸表は、「四半期財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」 (2007年内閣府令第63号)

に基づいて作成し、「建設業法施行規則」（1949年建設省令第14号）に準じて記載しております。

２．監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第３四半期会計期間(2022年10月１日から2022年12月

31日まで)及び第３四半期累計期間(2022年４月１日から2022年12月31日まで)に係る四半期財務諸表について、有限責

任 あずさ監査法人より四半期レビューを受けております。

３．四半期連結財務諸表について

「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（2007年内閣府令第64号）第５条第２項により、

当社では、子会社の資産、売上高、損益、利益剰余金及びキャッシュ・フローその他の項目からみて、当企業集団の

財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する合理的な判断を妨げない程度に重要性が乏しいものとし

て、四半期連結財務諸表は作成しておりません。
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１ 【四半期財務諸表】

(1) 【四半期貸借対照表】

(単位：百万円)

前事業年度
(2022年３月31日)

当第３四半期会計期間
(2022年12月31日)

資産の部

流動資産

現金預金 10,358 10,465

受取手形・完成工事未収入金等及び契約資産 8,454 ※ 11,081

電子記録債権 3,091 ※ 3,574

製品及び半製品 658 633

未成工事支出金 636 1,421

材料貯蔵品 930 1,236

その他 864 983

流動資産合計 24,994 29,396

固定資産

有形固定資産

建物・構築物（純額） 1,541 1,504

土地 4,005 4,003

その他（純額） 1,346 1,282

有形固定資産合計 6,893 6,789

無形固定資産 329 338

投資その他の資産

前払年金費用 412 453

その他 856 848

貸倒引当金 △1 △1

投資その他の資産合計 1,267 1,299

固定資産合計 8,490 8,428

資産合計 33,484 37,824
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(単位：百万円)

前事業年度
(2022年３月31日)

当第３四半期会計期間
(2022年12月31日)

負債の部

流動負債

支払手形・工事未払金等 3,078 3,654

電子記録債務 4,488 ※ 6,932

未払法人税等 434 351

契約負債 226 343

完成工事補償引当金 64 43

工事損失引当金 0 ―

その他 1,014 1,105

流動負債合計 9,306 12,431

固定負債

退職給付引当金 1,820 1,922

役員退職慰労引当金 81 69

その他 1,155 1,140

固定負債合計 3,058 3,132

負債合計 12,364 15,563

純資産の部

株主資本

資本金 1,980 1,980

資本剰余金 344 344

利益剰余金 17,075 18,217

自己株式 △290 △290

株主資本合計 19,109 20,250

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金 △11 △10

土地再評価差額金 2,020 2,020

評価・換算差額等合計 2,009 2,009

純資産合計 21,119 22,260

負債純資産合計 33,484 37,824
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(2) 【四半期損益計算書】

【第３四半期累計期間】

(単位：百万円)
前第３四半期累計期間
(自 2021年４月１日
　至 2021年12月31日)

当第３四半期累計期間
(自 2022年４月１日
　至 2022年12月31日)

売上高

完成工事高 20,347 22,655

製品売上高 4,726 6,174

売電事業売上高 64 64

売上高合計 25,138 28,893

売上原価

完成工事原価 15,915 17,636

製品売上原価 3,915 5,060

売電事業売上原価 25 22

売上原価合計 19,856 22,720

売上総利益

完成工事総利益 4,431 5,018

製品売上総利益 811 1,113

売電事業売上総利益 38 41

売上総利益合計 5,282 6,173

販売費及び一般管理費 3,626 3,788

営業利益 1,655 2,384

営業外収益

受取利息 0 0

未払配当金除斥益 1 1

その他 0 1

営業外収益合計 2 2

営業外費用

支払利息 0 2

コミットメントフィー 2 2

ゴルフ会員権評価損 1 ―

為替差損 0 4

営業外費用合計 4 9

経常利益 1,653 2,377

特別利益

受取保険金 2 24

特別利益合計 2 24

特別損失

支払補償費 0 16

固定資産除却損 0 2

固定資産売却損 ― 1

災害による損失 ― 6

特別損失合計 0 26

税引前四半期純利益 1,654 2,375

法人税、住民税及び事業税 523 715

法人税等調整額 14 16

法人税等合計 538 732

四半期純利益 1,116 1,642
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【注記事項】

(四半期貸借対照表関係)

※ 四半期会計期間末日満期手形等の会計処理については、手形交換日等をもって決済処理しております。

　なお、当第３四半期会計期間末日が金融機関の休日であったため、次の四半期会計期間末日満期手形等が、四

半期会計期間末残高に含まれております。

前事業年度
（2022年３月31日）

当第３四半期会計期間
（2022年12月31日）

受取手形 ―百万円 115百万円

電子記録債権 ― 〃 94 〃

電子記録債務 ― 〃 1,071 〃

(四半期キャッシュ・フロー計算書関係)

当第３四半期累計期間に係る四半期キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。なお、第３四半期累計期

間に係る減価償却費（無形固定資産に係る償却費を含む。）は、次のとおりであります。

前第３四半期累計期間
（自 2021年４月１日

　 至 2021年12月31日）

当第３四半期累計期間
（自 2022年４月１日

　 至 2022年12月31日）

減価償却費 436百万円 445百万円

(株主資本等関係)

前第３四半期累計期間(自 2021年４月１日 至 2021年12月31日)

１．配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
(百万円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

2021年４月28日
取締役会決議

普通株式 501 130.0 2021年３月31日 2021年６月30日 利益剰余金

２．基準日が当第３四半期累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第３四半期会計期間の末日後となる

もの

該当事項はありません。

当第３四半期累計期間(自 2022年４月１日 至 2022年12月31日)

１．配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
(百万円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

2022年４月27日
取締役会決議

普通株式 501 130.0 2022年３月31日 2022年６月30日 利益剰余金

２．基準日が当第３四半期累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第３四半期会計期間の末日後となる

もの

該当事項はありません。
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(セグメント情報等)

【セグメント情報】

Ⅰ 前第３四半期累計期間(自 2021年４月１日 至 2021年12月31日)

１．報告セグメントごとの売上高及び利益の金額に関する情報並びに収益の分解情報

(単位：百万円)

報告セグメント
その他
(注) １

合計

屋根事業 建材事業 計

売上高

一時点で移転される財又は
　サービス

7,168 2,606 9,774 64 9,839

　一定の期間にわたり移転され
　る財又はサービス

15,299 ― 15,299 ― 15,299

顧客との契約から生じる収益 22,467 2,606 25,074 64 25,138

外部顧客への売上高 22,467 2,606 15,797 64 25,138

セグメント間の内部売上高
又は振替高

― ― ― ― ―

計 22,467 2,606 15,797 64 25,138

セグメント利益(注) ２ 1,473 143 1,616 38 1,655

（注）１ 「その他」の区分は報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、売電に関する事業であります。

２ セグメント利益の合計1,655百万円は、四半期損益計算書の営業利益と一致しております。

３ 収益認識に関する会計基準の適用指針第95項に定める代替的な取扱いを適用することにより、完全に履行

義務を充足した時点で収益を認識している工事契約については、一時点で移転される財又はサービスに含

めております。

Ⅱ 当第３四半期累計期間(自 2022年４月１日 至 2022年12月31日)

１．報告セグメントごとの売上高及び利益の金額に関する情報並びに収益の分解情報

(単位：百万円)

報告セグメント
その他
(注) １

合計

屋根事業 建材事業 計

売上高

一時点で移転される財又は
　サービス

7,883 2,830 10,714 64 10,778

　一定の期間にわたり移転され
　る財又はサービス

18,115 ― 18,115 ― 18,115

顧客との契約から生じる収益 25,998 2,830 28,829 64 28,893

外部顧客への売上高 25,998 2,830 28,829 64 28,893

セグメント間の内部売上高
又は振替高

― ― ― ― ―

計 25,998 2,830 28,829 64 28,893

セグメント利益(注) ２ 2,150 192 2,342 41 2,384

（注）１ 「その他」の区分は報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、売電に関する事業であります。

２ セグメント利益の合計2,384百万円は、四半期損益計算書の営業利益と一致しております。

３ 収益認識に関する会計基準の適用指針第95項に定める代替的な取扱いを適用することにより、完全に履行

義務を充足した時点で収益を認識している工事契約については、一時点で移転される財又はサービスに含

めております。
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　 （収益認識関係）

顧客との契約から生じる収益を分解した情報は、「注記事項（セグメント情報等）」に記載のとおりでありま

す。

(１株当たり情報)

１株当たり四半期純利益及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

項目
前第３四半期累計期間
(自 2021年４月１日
至 2021年12月31日)

当第３四半期累計期間
(自 2022年４月１日
至 2022年12月31日)

１株当たり四半期純利益 289円52銭 426円00銭

(算定上の基礎)

　 四半期純利益(百万円) 1,116 1,642

普通株主に帰属しない金額(百万円) ― ―

普通株式に係る四半期純利益(百万円) 1,116 1,642

普通株式の期中平均株式数(株) 3,855,857 3,855,794

（注） 潜在株式調整後１株当たり四半期純利益については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

２ 【その他】

該当事項はありません。
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。

　



独立監査人の四半期レビュー報告書

2023年２月10日

三晃金属工業株式会社

取締役会 御中

有限責任 あずさ監査法人

　東京事務所

指定有限責任社員
業務執行社員

公認会計士 細 矢 聡

指定有限責任社員
業務執行社員

公認会計士 波多野 直子

監査人の結論

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている三晃金属工業株

式会社の2022年４月１日から2023年３月31日までの第74期事業年度の第３四半期会計期間（2022年10月１日から2022年

12月31日まで）及び第３四半期累計期間（2022年４月１日から2022年12月31日まで）に係る四半期財務諸表、すなわち、

四半期貸借対照表、四半期損益計算書及び注記について四半期レビューを行った。

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認めら

れる四半期財務諸表の作成基準に準拠して、三晃金属工業株式会社の2022年12月31日現在の財政状態及び同日をもって

終了する第３四半期累計期間の経営成績を適正に表示していないと信じさせる事項が全ての重要な点において認められ

なかった。

監査人の結論の根拠

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行っ

た。四半期レビューの基準における当監査法人の責任は、「四半期財務諸表の四半期レビューにおける監査人の責任」

に記載されている。当監査法人は、我が国における職業倫理に関する規定に従って、会社から独立しており、また、監

査人としてのその他の倫理上の責任を果たしている。当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断し

ている。

四半期財務諸表に対する経営者並びに監査役及び監査役会の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期財務諸表の作成基準に準拠して四半期財務諸表

を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期財務諸表を作成し適

正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

四半期財務諸表を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき四半期財務諸表を作成することが適切であ

るかどうかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期財務諸表の作成基準に基づいて継続企業に関

する事項を開示する必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。

監査役及び監査役会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにあ

る。

四半期財務諸表の四半期レビューにおける監査人の責任

監査人の責任は、監査人が実施した四半期レビューに基づいて、四半期レビュー報告書において独立の立場から四半

期財務諸表に対する結論を表明することにある。

監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に従って、四半期レビューの過程を通

じて、職業的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。

　



・主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対する質問、分析的手続その他の四半期レビュー

手続を実施する。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実施され

る年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

・継続企業の前提に関する事項について、重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が認め

られると判断した場合には、入手した証拠に基づき、四半期財務諸表において、我が国において一般に公正妥当と認め

られる四半期財務諸表の作成基準に準拠して、適正に表示されていないと信じさせる事項が認められないかどうか結論

付ける。また、継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、四半期レビュー報告書において四半期財

務諸表の注記事項に注意を喚起すること、又は重要な不確実性に関する四半期財務諸表の注記事項が適切でない場合は、

四半期財務諸表に対して限定付結論又は否定的結論を表明することが求められている。監査人の結論は、四半期レビュ

ー報告書日までに入手した証拠に基づいているが、将来の事象や状況により、企業は継続企業として存続できなくなる

可能性がある。

・四半期財務諸表の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期財務諸表の作成基準に準

拠していないと信じさせる事項が認められないかどうかとともに、関連する注記事項を含めた四半期財務諸表の表示、

構成及び内容、並びに四半期財務諸表が基礎となる取引や会計事象を適正に表示していないと信じさせる事項が認めら

れないかどうかを評価する。

監査人は、監査役及び監査役会に対して、計画した四半期レビューの範囲とその実施時期、四半期レビュー上の重要

な発見事項について報告を行う。

監査人は、監査役及び監査役会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守したこと、

並びに監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去又は軽減するためにセーフガー

ドを講じている場合はその内容について報告を行う。

利害関係

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以 上

(注) １．上記の四半期レビュー報告書の原本は当社（四半期報告書提出会社）が別途保管しております。

２．XBRLデータは四半期レビューの対象には含まれていません。
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１ 【四半期報告書の記載内容の適正性に関する事項】

当社代表取締役社長佐藤宏明は、当社の第74期第３四半期（自 2022年10月１日 至 2022年12月31日）の四半期

報告書の記載内容が金融商品取引法令に基づき適正に記載されていることを確認いたしました。

　

２ 【特記事項】

確認に当たり、特記すべき事項はありません。

　


